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《参考（費用便益比）》

総費用（C)

総便益（B)

費用便益比（B/C）

《特記事項》

《「環境影響への配慮」の効果発現状況（特に留意した配慮内容がある場合）》

《その他の環境の変化》

３　まとめ

《同種事業の計画・調査の在り方》

《事業評価手法の見直し》

《同種事業の内容・手法等の在り方》

223,131 百万円

事前評価時（－年） 再評価時（H20年）

特記事項

・定期的に海岸保全施設巡視を実施し、状況を確認しており、事業完了から5年が経過しているが津波による

  被災を除き、現在までに災害や施設の損傷は生じていない。

・【管理状況】に関するアンケート結果では、63％の方が「適切」「おおむね適切」としており、35％の方が「どち

　らとも言えない(わからない)」としている。一方、2%の方が  「あまり適切でない」を選択しており、理由として

　「定期的に整備したところを見ていない」であった。

10.21 12.35

－

18,074 百万円－ 百万円

改善措置の必要
性

本事業が比較的頻度が高い津波の対策であり、必要高さで堤防を整備したことと【達成度（比較的頻度の

高い津波）】のアンケート結果72%の方が「達成された・おおむね達成された」としていたことから改善の必要

はないと考える。

また、【工事等の改善点】に関するアンケートで「堤防の嵩上げ」が必要との意見があったが、最大クラスの

津波に対しては、津波防災地域づくり法等に基づくソフト対策で対応していかなければならないことを、町と

協力しながら周知徹底を図っていく必要がある。

再度の事後評価
の必要性

「事業効果の発現状況」にあるとおり、全体として事業目的は達成されているものと判断し、再度の事後評

価は必要ないものと考える。

今後に向けた
留意点

アンケートでは「もっと嵩上してほしい」との意見もあることから、今後同種の事業の計画・調査にあっては、
計画の段階から住民への説明を充実させ、地域の避難計画と調整を図り、津波のハード・ソフト対策を推
進していく必要がある。

今回のアンケート対象者が津波浸水想定区域内でまとまっていたため、アンケート対象者への直接配布回
収を行い、95％の回収率となったことから見直しは不要である。

同種の事業において、堤防の高さは重要な事項であり注目度も高いことから、高さの設定については充分
な議論と説明が必要である。

事業により整備
された施設の管
理状況

事業実施による
環境の変化

　－

・堤防により海と陸とのつながりが分断されることから進入路を設置し、通行を確保した。

・【環境変化】に関するアンケート結果では、44％の方が「良くなった」「やや良くなった」としており、52％の方が

　「どちらとも言えない（わからない）」としている。良くなった理由として「きれいになった」「安心感がある」など

　があった。一方で「海岸が見えなくなった」との理由から4％の方が「やや悪くなった」「悪くなった」を選択して

　おり、海が見える景観と堤防の高さとのバランスに留意することを再認識した。

136,007 百万円
事業効果の発現

状況

３

事後評価時（H27年）

13,316 百万円

－ 百万円

（４／４）

２　事業完了後の状況 整理番号 Ｈ27 －


